
平成 27年度
垂水市人事行政の
運営等の状況

「垂水市人事行政の運営等の状況の公表に関する

条例」に基づき、本市の平成 27 年度の情報を公

表します。この条例は、人事行政の運営等の状況

を広く市民の皆さんに公表し、公平性と透明性を

高めることを目的としたものです。詳細は市ホー

ムページをご覧ください。
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職
員
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免
と
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員
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■
職
員
数
の
状
況
：
新
定
員
適
正
化

計
画
に
基
づ
き
、
平
成
17
年
か
ら
平

成
27
年
の
10
年
間
で
職
員
を
約
50
人

削
減
し
、
２
３
５
人
と
す
る
こ
と
を

目
標
に
計
画
を
実
施
し
、
計
画
最
終

年
度
の
平
成
27
年
４
月
１
日
に
お
け

る
職
員
数
は
２
３
４
人
と
な
り
、
目

標
職
員
数
を
達
成
し
ま
し
た
。

（単位：人）

区分

職　　種

一　般
行政職 消防職 保健

師職
技　能
労務職 合計

採用
（平成 27 年度） 9 1 1 0 11

退職
（平成 26 年度） 10 2 2 1 15

増減 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 4

◎採用・退職内訳

※他団体への派遣等による増減は含みません。

※職員数は地方公務員給与実態調査で報告している職員数です。
（大隅肝属広域事務組合への派遣職員１人を除した職員数）

概要

概要

平
成
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15
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退
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平
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平
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28
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職
員
の
給
与

■
職
員
の
給
与
：
職
員
の
給
与
は
、

地
方
公
務
員
法
に
定
め
る
給
与
決
定

の
原
則
に
従
い
、
生
計
費
、
国
や
他

の
地
方
公
共
団
体
の
職
員
の
給
与
、

民
間
事
業
の
従
事
者
の
給
与
な
ど
を

参
考
に
市
議
会
の
議
決
を
経
て
、「
垂

水
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
」

な
ど
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

給
料
月
額
、
市
長
は
５
％

副
市
長
・
教
育
長
は
３
％

の
減
額
を
実
施
。
管
理
職

手
当
は
30
％
減
額
。

■
平
成
27
年
度
：
本
市
の
財
政
事
情

に
よ
る
臨
時
的
な
措
置
と
し
て
、
次

の
よ
う
な
給
料
月
額
等
の
減
額
を

行
っ
て
い
ま
す
。

①
管
理
職
手
当
：
支
給
額
30
％
減
額

②
特
別
職

◎
市
長
：
給
料
月
額
５
％
減
額

　
（
減
額
後
：
74
万
１
０
０
０
円
）

◎
副
市
長
：
給
料
月
額
３
％
減
額

　
（
減
額
後
：
57
万
７
１
５
０
円
）

◎
教
育
長
：
給
料
月
額
３
％
減
額

　
（
減
額
後
：
55
万
３
８
７
０
円
）

※
詳
細
は
、
左
ペ
ー
ジ
⑥
の
特
別
職

　

の
報
酬
等
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

区分 歳出
決算額Ａ 人件費Ｂ 人件費率

（Ｂ／Ａ）

平成
26 年度

10,440,432
千円

2,043,549
千円 19.6%

①人件費（普通会計決算）

※人件費の補足：人件費には、特別職給与、共済組合負担金、退職
手当、公務災害補償費等が含まれます。

問

区分
一般行政職

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
垂水市 43.2 歳 325,256 円 349,534 円

鹿児島県 44.9 歳 332,700 円 366,526 円
国 43.5 歳 334,283 円 408,996 円

区　分 経験 10 年 経験 20 年 経験 30 年
一般

行政職
大学卒 244,586 円 356,767 円 399,300 円
高校卒 216,300 円 312,525 円 384,567 円

③平均給与月額・平均年齢（一般行政職）（平成 27 年
　4 月 1 日現在）

（平成 27 年
4 月 1 日現在）

区　分 垂水市 鹿児島県 国
一般

行政職
大学卒 163,600 円 174,200 円 174,200 円
高校卒 142,100 円 142,100 円 142,100 円

（平成 27 年 4 月 1 日現在）④初任給（一般行政職）

⑤経験年数別学歴別平均給料月額（一般行政職）

職員数Ａ
給与費 1 人当たり

給与費
（Ｂ／Ａ）給　料 職員手当 期末勤勉

手当 計Ｂ

214 人 819,130
千円

105,531
千円

312,780
千円

1,237,441
千円 578 万円

②給与費（平成 26 年度普通会計決算）

◎職員の手当の状況

⑥ 一般行政職の級別職員数
区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
６級 課長・事務局長・参事 14人 9.4%
５級 課長補佐・次長・主幹・技幹 29人 19.4%
４級 係長・副主幹・副技幹 39人 26.2%
３級 主査・技術主査・主任主事・主任技師 39人 26.2%

２級 高度の知識・経験を必要とする
主事・技師 13人 8.7%

１級 主事・技師、主事補・技師補 15人 10.1%

（平成 27 年 4 月 1 日現在）

◎職員数の推移（各年度 4 月 1 日現在）

（年度）
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全職員数

一般行政関係職員数（教育・消防行政、公営企業等除く）

（平成 27 年 4 月 1 日現在）

区分 支給総額 １人当たり支給年額
平成 26 年度 22,847 千円 114 千円
平成 25 年度 16,393 千円 82 千円

区分 垂水市 国

職員

期末手当
６月期 1.225月分 1.225月分

12 月期 1.375月分 1.375月分

勤勉手当
６月期 0.675月分 0.675月分

12 月期 0.825月分 0.825月分

再任用
職員

期末手当
６月期 0.65月分 0.65月分

12 月期 0.8月分 0.8月分

勤勉手当
６月期 0.325月分 0.325月分

12 月期 0.375月分 0.375月分

一人当たり平均支給額 1,514千円 －

勤務年数
垂水市 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年
勤続 20 年 20.445月分 25.55625月分 20.445月分 25.55625月分
勤続 25 年 29.145月分 34.5825月分 29.145月分 34.5825月分
勤続 35 年 41.325月分 49.59月分 41.325月分 49.59月分
最高限度額 49.59月分 49.59月分 49.59月分 49.59月分

参　考 定年早期退職特例措置 (2 ～ 20% 加算 )

①期末勤勉手当 ②退職手当

（平成 27 年 4 月 1 日現在）

内容・支給単価 国の制度
との異同

支給実績 
（H26 決算）

扶養
手当

配偶者 13,000円 同

35,699
千円

配偶者以外の扶養親族 1人につき 6,500円（配偶
者のいない職員の扶養親族のうち１人 11,000円） 同

特定期間（16 歳～ 22 歳）の子の加算
1人につき 5,000円 同

住居
手当 借家・借間居住者最高額 27,000円 同 16,881

千円

通勤
手当

交通機関利用者運賃相当額最高額 55,000円 同 8,345
千円交通用具使用者片道２km 以上 3,200円～ 18,400円 異

⑤その他の手当

③時間外勤務手当

（平成 27 年 4 月 1 日現在）④特殊勤務手当

（平成 26 年度支給割合）

⑥特別職の報酬等 （平成 27 年 4 月 1 日現在）

区分 給料等月額 期末手当

市　長 （減額後）741,000 円

（H26 年度）
６月期
　1.40 月分
12 月期
　1.70 月分
合計
　3.10 月分

副市長 （減額後）577,150 円

教育長 （減額後）553,870 円

議　長 366,000 円

副議長 283,000 円

議　員 261,000 円

（平成 27 年 4 月 1 日現在）

人事行政の

運営等の状況

区分 全職種

支給実績（H26 決算） 1,543 千円

１人当たり平均支給年額 29,669 円

職員全体に占める
手当支給職員の割合 23.85%

主な手当の名称 支給対象職員

社会福祉手当 保険福祉課
援護係職員

保健指導手当 保健師
清掃作業手当

生活環境課職員へい死動物処理手当
動物等捕獲・駆除手当

主な手当の名称 支給対象職員
夜間特殊業務手当

消防職員
救急業務手当

国土調査手当 土木課
国土調査係職員

緊急業務手当
水道課職員

徴収停水業務手当

※平均給与月額は比較のため国家公務員と同じベースで計算したものです。

※対象者が少ない場合は直近の在職者も含みます。
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